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国民の保護に関する基本指針
「国民の保護に関する基本指針（以下「基本指
針」）」21は、政府があらかじめ武力攻撃事態等に備
えた基本的な考え方を定めているもので、2005
年３月に定められ、その後10回以上改定されてい
る。指定行政機関、都道府県及び市町村は「国民
の保護に関する計画」22を、指定（地方）公共機関は
「国民の保護に関する業務計画」23を、それぞれこ
の基本指針及びその上位機関の計画に基づいて作
成しておかなければならない。
基本指針では、前述のように、武力攻撃事態や
緊急対処事態について具体的な想定をしており、
弾道ミサイルの発射が確認された場合の警報の伝
達の仕組みから、核攻撃を受けた場合の対応の仕
方まで、実効性はともかく、ひととおりの考え方が
示されている。弾道ミサイルについては、発射から
着弾までが極めて短時間であるため、緊急時のメー
ル配信システムである緊急情報ネットワークシス
テム（Em-Net）や、地域通信衛星ネットワークと
防災行政無線を連動させた全国瞬時警報システム
（Jアラート）などを用いた対応方法なども示されて
いる。
また、国民の保護のための措置として、国民保護
法に沿って24、
・�住民の避難に関する措置（警報の発令等、避難の
指示等、避難住民の誘導）
・�避難住民等の救援に関する措置（救援、安否情報

か混乱する可能性があるので、関係市町村はあら
かじめ調整しておくことが必要である29。
さらに、「武力攻撃災害への対処に関する措置」30

において、市町村長等が危険物質等31のうち消防法
の危険物に係る武力攻撃災害の発生を防止するた
めに必要な措置を命ずる場合には、実務担当者とし
ての役割が期待されている。必要な措置としては、
一　�危険物質等の取扱所の全部又は一部の使用の
一時停止又は制限

二　�危険物質等の製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬
又は消費の一時禁止又は制限

三　危険物質等の所在場所の変更又はその廃棄
が定められている32。
これらのほか、避難、救援、武力攻撃災害の防御

等のそれぞれの局面において、市町村の職員として
「市町村の国民保護に関する計画」33に定められた
役割を果たすことは当然である。

有事の場合の一般法の適用除外
武力攻撃事態等の場合に、敵は日本の法律を無

視して（これは国際法で認められている）攻めて来
るのに、これに対応する自衛隊の部隊等が平時の一
般法を守っていたら勝負にならないため、事態対処
法の成立に併せて関係法令の整備も行われた。有
事の場合の一般法の適用除外条項は事態対処法や
国民保護法には書かれておらず、多くは自衛隊法
の改正で措置された。これは、有事であっても、国

の収集等）
・�武力攻撃災害への対処に関する措置
・�国民生活の安定に関する措置等
・�復旧、備蓄その他の措置
などに関して基本的な考え方が示されている。

国民保護における消防機関の役割
国民保護法では、「消防は、その施設及び人員を

活用して、国民の生命、身体及び財産を武力攻撃に
よる火災から保護するとともに、武力攻撃災害を
防除し、及び軽減しなければならない。」25と規定
されており、消防機関は、武力攻撃災害の場合も、
他の災害等の場合と同様に消火や被害の防除・軽
減を中心として活動することになっている。
武力攻撃災害は、当該市町村だけでは対応しき

れない場合も想定されるため、都道府県知事や消防
庁長官に他の消防機関への応援出動を指示する権
限も与えられているので26、消防機関としては、市
町村や都道府県の境界を越えて武力攻撃災害への
対応を担うことも想定しておかなければならない。
また、消防長及び消防団長は市町村長の指揮の

下に避難住民を誘導することが定められており27、
「避難実施要領」28に従って主要な役割を担うこと
になっている。
組合消防の場合や消防業務が事務委託されてい

る場合は、避難実施要領の策定にあたって、当該消
防機関がどの市町村長の指揮下に入って活動する

民生活は相応に維持されなければならないため、自
衛隊の行動以外の分野を含めて包括的に適用除外
することはできないためだろう。
ガソリンを貯蔵する場合、以前は、自衛隊であっ

ても、貯蔵所の設置もドラム缶による仮貯蔵も消
防法に基づき市町村長や消防長の許可が必要だっ
たが、この時の改正で、平時から、自衛隊の行動の
際や演習場における危険物の貯蔵、取り扱いについ
ては、事実上消防法の規制自体が適用されないこ
ととされた34。燃料の貯蔵場所や貯蔵量は「軍事
機密」に相当する重要情報なので、市町村長や消防
機関としては、ようやく重荷から解放されたことに
なるのではなかろうか。
なお、消防法の危険物は、平時非常時にかかわ

らず爆発等により周囲に被害を与える可能性があ
るため、防衛大臣の責任で消防法に準拠して貯蔵
又は取り扱いに関する基準を定め、消防法の適用
があるのと同様の安全対策を講じることになって
いる35。
防衛出動を命ぜられた自衛隊の部隊等が陣地や

野戦病院を応急的に造る場合、建築基準法では災
害時の仮設建築物建設の手続きを準用することと
され36、消防法では第17条（消防用設備等の設置
規制）を適用除外とすることとされた37。なお、消
防法の場合、第８条（防火管理規制）や第８条の３
（防炎規制）は、なぜか適用除外の対象になってい
ない。

東京理科大学総合研究院火災科学研究所教授 小林恭一 博士（工学）［第74回］

国家的緊急事態における
消防の役割と消防法
ロシアのウクライナ侵攻を見て改めて考える（2）

ウクライナでは、ロシアが劣勢をなかなか挽回できないため、核使用の恐れが高まっている。
クリミア大橋爆破の報復として、大規模なミサイル攻撃なども行われている。北朝鮮では、前例
のないほどミサイルの発射が行われ、核実験の可能性も取りざたされている。10月４日に発射
されたミサイルは日本列島上空を通過したため、ついにＪアラートが発令された。本稿で述べて
いるような事態が実際に起きないように祈るばかりである。
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一般的な安全配慮義務48に加え、消防庁長官や都
道府県知事の指示に従って活動する場合には、「消
防庁長官及び都道府県知事は、前三条の規定によ
る指示をするときは、これらの規定に規定する措置
を講ずるため出動する職員の安全の確保に関し十
分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措置を講じ
なければならない。」49と定められており、危険性が
極めて高い状況での活動を強いられることはない
ことになっている。
武力攻撃事態等においては、国民保護のための措

置の従事者や協力者には、その長（市町村職員や消
防団員については市町村長、消防職員については消
防長）から特殊標章や身分証明書（図）が交付され、
いざという時に使用できることになっている50。
特殊標章というのは、ジュネーブ諸条約（1949

年）の「国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する
追加議定書（1977年　以下「第一追加議定書」）」
において規定される国際的な特殊標章のことであ
る。この特殊標章や身分証明書を身につけた人や

貼った車両等は、ジュネーブ諸条約及び第一追加
議定書の規定に従って保護されることになってい
る51。
第一追加議定書では、国民保護措置従事者等の

保護52だけでなく、軍事行動は軍事目標のみを対象
とすること53、文民に対する攻撃の禁止54、無差別
攻撃の禁止55、民用物の攻撃の禁止56、攻撃の際の
予防措置57等について詳細に規定されている。
ウクライナはこの第一追加議定書を批准してい

るのだが、ニュース画面を注視しても、今のところ、
この特殊標章を身につけた消防隊員は見つけられ
ないでいる。ロシアもこの議定書を批准している
が、ウクライナの状況を見ると、文民への攻撃など、
明らかに同議定書を無視した行動をとっているの
で、国民保護に従事したり協力したりする人が仮に
特殊標章を身につけていたとしても、無事でいられ
るとはとても思えない。戦争状態の中では、平時
に考えていたとおりにはなかなかいかないというこ
とだろうか。

それらの企業等は国民の保護のための措置を実施
する責務を有することとされている40。「指定（地
方）公共機関」として指定されていない企業等は、
一般の「国民」の扱いとなり、国民の保護のための
措置の実施については、協力に関する努力義務が
課せられているだけである41。
避難の場合、都道府県知事又は市町村長は、運

送事業者である指定（地方）公共機関に避難住民の
運送を求めることができ、当該事業者は、正当な理
由がない限り、その求めに応じなければならない42。
どうしても応じてもらえない場合は、総理大臣や都
道府県知事に指示権があるが43、罰則については微
妙である。このような場合の罰則の規定は、事態
対処法や国民保護法には定めがないが、別に法律
で定めるところにより、総理大臣が関係する企業の
長等に対し、当該対処措置を実施すべきことを指
示することができるとされているので44、法律を定
めれば罰則を課すことも可能、という仕組みだと考
えられる。ただし、その場合でも憲法に反する法律
を定めることはできないし、事態対処法でも念押し
されているので45、国民の自由と権利を制限する場
合も必要最小限のものに限られることになる。
なお、国民保護法では、都道府県知事が避難民

の救援のために医薬品や食料等を購入しようとし
た時に、これを隠匿したり横流ししたりした者には
罰金が課せられる46など、国民の保護のための措置
を意図的に妨げる等の行為には罰則が課されるよ
うになっている47。

国民保護に従事する人の安全の確保
ウクライナでは、消防隊は、爆撃や砲撃で炎上し

ている建物を消火したり、負傷者を担架や救急車
で運んだりしている。彼らが撃たれることはない
のだろうか？
消防職団員等の安全確保については、市町村の

また、自衛隊の部隊等が公道にバリケードを作
る場合、平時なら道路交通法に基づき所轄警察署
長の許可が必要だが、防衛出動を命ぜられた自衛
隊の部隊等であれば、あらかじめ同署長に通知する
ことで足りることとされた38。バリケードは避難路
を塞いでしまうこともあるので、所轄警察署長の調
整が必要だという理屈だろうか。
なお、有事法制でよく引き合いに出される「戦
車が赤信号で止まっていたら戦争にならない」とい
う話は、自衛隊用自動車がもともと道路交通法上
緊急自動車39と位置づけられているため、都市伝説
の類いである。
以上は、有事における一般法の取り扱いに関する
幾つかの例だが、法律によって自衛隊への任せ方が
様々であるように見える。一般法の適用除外につ
いては、ウクライナの状況を見て、実戦的な視点か
ら見直してみる必要がありそうだ。

企業等に対する指示と罰則
ウクライナでは、多くの避難民が鉄道やバスで
避難している。日本で同じような状況が起きた場
合、鉄道やバスの運行はどの程度保障されるのだ
ろうか？
事態対処法や国民保護法では、事態対処の際に
重要な役割を果たすことが期待される企業等を「指
定（地方）公共機関（表５参照）」としてあらかじめ
定めており、総理大臣や地方公共団体の長等は、必
要に応じてそれらの企業等に必要な措置を指示し、

38 自衛隊法第115条の16　 39 道路交通法施行令第13条第１項第２号及び第２項　 40 国民保護法第３条第３項　 41 国民保護法第４条　 
42 国民保護法第71条　 43 国民保護法第73条　 44 事態対処法第15条　 45 事態対処法第３条第５項　 46 国民保護法第189条　 
47 国民保護法第10章

48 国民保護法第22条　 49 国民保護法第120条　 50 国民保護法第158条　 51 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第66条
52 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第62条、第63条、第65条　 53 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第48条　 
54 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第51条２　 55 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第51条４-５　 56 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第52条１
57 ジュネーブ諸条約第一追加議定書第57条

表５　主な指定公共機関（事態対処法施行令第３条）

各国立研究開発法人、日銀、日赤、NHK、高速道路各社、
国際空港各社、JR各社、東京地下鉄、旧日本郵便各社、
指定海上防災機関、内閣総理大臣指定各社（電気事業、
ガス事業、定期航路、バス事業、鉄道事業、内航運送、
トラック運送、通信事業、放送事業）

図　特殊標章と身分証明書

オレンジ色地に
青の正三角形

身分証明書のひな型
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一つは、国民保護法や関連する諸規定に実際の
状況を当てはめてみると、多くの想定しきれていな
かった事項が存在することである。事態対処法や
国民保護法も、基本指針やモデル計画なども、スイ
ス、イスラエル、韓国など参考になりそうな諸外国
の関係規定を精一杯勉強し、日本の諸事情を踏ま
えつつ作ったものと聞いており、決して机上の空論
ではないはずだが、現実の戦争状態を伝えるたくさ
んの報道を見て、ようやく気づくことも多い。これ
から、この気づきを具体化するよう、検討していく
必要があると思う。
もう一つは、事態対処法や国民保護法が憲法に

定める基本的人権に十分配慮して作られているこ
とである。地方公共団体や指定（地方）公共機関に
国民保護のための措置を取らせる時にも、要請、指
示、是正措置などとなっており、「命令」ではなく
罰則もない。基本的人権の尊重は、「武力攻撃事
態等及び存立危機事態への対処に関する基本理念」
として念押しされている60。武力攻撃事態等の場
合も、「非常事態」を宣言して関係する一般法を全
面的に停止するといった包括的な決め方でなく、個
別の関係条文を自衛隊法で丁寧に取り上げて、必
要最小限の適用除外となるよう配慮されている。
これらの配慮は、ウクライナの状況を見ると生ぬ

るいと感じる方もいるかもしれないが、このような
決め方を改正すべきかどうか、どう改正するかにつ
いては十二分に議論する必要があると思う。現在
の規定は、外国からの侵略を口実に非常事態を宣
言して国民を戦争に駆り立てていく、などというこ
とができないように、慎重に定められたものだと考
えられるからである。
今回のロシアのウクライナ侵攻を見て慌てて乱

暴な改正に突き進む、などということでなく、今起
こっていることを現行法に当てはめてみて、改正の
要否について、一つ一つ丁寧に考えていくことが必
要ではないかと思う。

ちなみに、中国も北朝鮮もこの議定書を批准して
いないことは、覚えておいた方がよいかもしれない。

ウクライナの状況と避難対策
ウクライナにおける避難の状況を見ると、人口
4,400万人のうち、国内・海外とも700万人近く、
合計では1,500万人前後の避難者が発生している
などと言われている。国民保護法や基本指針では、
都道府県の区域を越える避難については、関係都
道府県があらかじめ協議し、受入都道府県知事は
受入施設を準備するなどとなっており58、合意でき
ない場合は総務大臣が勧告を行う59、などとなって
いる。国外への避難については触れられていない。
日本の場合、海を越えて短期間に避難できる人
数は限られるので、結局、多くは国内避難にならざ
るを得ないと思うが、おそらく何千万人にもなる避
難者に安全な受入施設を十分に準備することなど
不可能だろう。むしろ、命だけは助かる避難ルート
の確保などが最優先課題になるのではなかろうか。
平成18年（2006）１月に消防庁国民保護室から
示された「市町村国民保護モデル計画」では、大規
模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航空機
攻撃等の本格的な侵略事態に伴う避難は、通常は
事前に準備期間が取れることが多く、国全体の調
整も必要なので、国の具体的な避難措置の指示を
待って計画せざるを得ないこととなっている。こ
の辺については、人道回廊の設定とか、ウクライナ
で見ている近代兵器の凄まじい破壊力などを考慮
し、現実的な避難のあり方などを議論していくこと
が必要になりそうだ。

ロシアのウクライナ侵攻を見て改めて国民保護法
を考える
ロシアのウクライナ侵攻の状況を見ながら、改
めて国民保護法と関連する諸規定を読んでみると、
二つのことに気づく。

58 国民保護法第58条　 59 国民保護法第59条第２項　 60 事態対処法第３条第５項
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